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1. 事前学習事項 

1-1.  広域避難とは何か 

 通常の避難は、自治体内に開設された避難先（例：地元の小中学校等）に

身を寄せることを意味する場合が多い。 

 一方で、広域避難とは、自治体の行政区域を越える避難（下図参照）のこ

とを意味しており、当該自治体全域に甚大な水害リスクが想定されている

ようなケースや、自治体内の避難先だけでは避難が必要な住民をすべて受

け入れることができないケースなどに、広域避難が必要となってくる。 

 その点、東京の東部低地帯では、海抜ゼロメートルのエリアが広がってお

り、大規模水害が発生した場合に、広域避難が必要となる可能性が高い。 

 そこで、東京東部低地帯では、東京都と広域避難自治体が連携して広域避

難先確保の取組を進めており、本マニュアルは、広域避難先として確保し

た施設の開設運営手順等について整理したものである。なお、ここでいう

「広域避難先施設」は、自治体の行政区域を越える避難の受入れ先として

の利用について、事前に協定等を締結している施設のことを意味する。 
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1-2.  広域避難先施設開設運営の関係機関 

カテゴリー 主な役割 

東京都 

 関係機関との連絡調整 

 広域避難先施設管理者との調整 

 広域避難先立地自治体への情報共有 

 広域避難自治体間の調整 

 広域避難先施設の開設運営支援 

広域避難自治体 

広域避難先立地自治体 
 広域避難先施設の開設運営 

広域避難先施設管理者 

 施設の安全性の事前確認 

 避難スペースの開施錠等 

 広域避難先施設の開設運営支援（可能な範囲） 

民間事業者1  広域避難先施設の開設運営等の支援 

   

                                                

1 東京東部低地帯では、東京都が新たに民間事業者と協定を締結し、広域避難先の開設運営等への協力を

要請することを想定 
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1-3.  広域避難先としての施設利用に関する協定 

 本マニュアルの対象施設については、下図のとおり、東京都と広域避難先

施設管理者が締結する包括協定と、広域避難自治体と広域避難先施設管理

者が締結する細目協定の２層構造を採用している。 

 包括協定と細目協定の規定に基づく広域避難先としての施設利用に関す

る対応フロー等については、次節（1-4）に整理している。 

 

 

 

 

  



 

4 

 

 
 

▼東京都 ★広域避難自治体・広域避難先立地自治体 ●広域避難先施設管理者 

1-4.  広域避難先施設の開設運営フロー 

 

 

  

★広域避難実施
に向けた検討を
開始

▼広域避難先施
設の開設に向け
た調整

●開設可否や施
設の安全性等を
確認

★広域避難の実
施を決定

▼開設可能な広
域避難先施設を
★に共有

▼★所定の様式
で●に正式な協
力要請

★開設運営従事
者の参集連絡等

▼★庁舎等から
の資機材の搬入

▼★広域避難先
運営本部の設置
→全体会議開催
（運営方針等の確定）

▼★情報連絡体
制の構築

●避難スペース
の開錠

▼★物品・用具
等の確認

▼★受付等の設
置

▼★避難スペー
スのレイアウト
整理

▼★共用スペー
スの確認等

▼★立入禁止区
域や避難者誘導
動線の確認等

▼★運営従事者
の配置とローテ
ーション整理→
開設完了報告

★広域避難を促
す情報の発信

▼★広域避難者
の受入対応（誘
導・受付など）

▼★広域避難者
の入退室管理及
び定期報告

▼★物資等の不
足状況の確認等

▼★広域避難者
の帰宅見込の把
握と閉鎖判断

▼★広域避難者
の帰宅誘導

▼★広域避難先
施設の原状回復

▼★施設閉鎖及
び最終報告
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2. 施設利用方針（スペース分割の考え方） 

2-1. 小規模スペースの利用方針（パターン①） 

 広域避難先施設のうち、小規模スペースは、利用自治体ごとに分割して

配分することはせず、後述する大規模スペースで各自治体に事前配分さ

れたスペースでは収容できなくなった避難者（利用自治体以外の自治体

からの避難者を含む）を受け入れるためのスペースとして運営する。 

 スペースの割り当ては、第６章で後述する全体会議で、相互の協議によ

り分配することとするが、原則としてはその時点で使用可能なスペース

のうち、収容面積が大きいスペースから順に使用していくこととする。 

 なお、施設の利用状況等によって利用可能なスペースが限られることも

想定されるため、予めスペースを割り当てることはしないものとする。 

 後述する広域避難先運営本部については、施設管理者とも協議の上、小

規模スペースの中から設置場所を選定するものとする。 

 

2-2.  大規模スペースの利用方針（パターン②） 

 広域避難先施設のうち、大規模スペースは、利用自治体ごとに均等に分

割した上で、共同で運営することとする。なお、広域避難を実施しない

と判断した自治体がいた場合も、当該自治体分のスペースは他自治体か

らの避難者用のスペースとして確保する。 

 避難者の受入れが進んできた段階で、一部の自治体のスペースに極端に

避難者が偏ってしまった場合は、広域避難先運営本部の判断により、他

自治体に割り当てられたスペースを追加配分する。ただし、誘導動線の

都合上、追加配分するスペースについては、可能な限り、当該自治体に
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割り当てられたスペースに近接しているスペースを優先するものとす

る。 

 

2-3.  宿泊スペースの利用方針（パターン③） 

 広域避難先施設のうち、宿泊スペースについては、利用自治体ごとに分

割して配分することはせず、要配慮者及びその付添者と体調不良者用の

スペースとして運営する。 

 ここで言う「要配慮者」と「体調不良者」については、主に以下のとお

りであるが、当該避難者の状況等に応じて、柔軟に該当性の判断を行う

ものとする。 

「要配慮者」の例 「体調不良者」の例 

 障害者手帳保有者 

 愛の手帳保有者 

 要介護認定者 

 要支援認定者 

 妊婦 

 未就学児 

 傷病者 

 後期高齢者（７５歳以上） 

 小規模スペース及び大規模ス

ペースに誘導した避難者のう

ち、事後的に体調不良を申し出

た者 

 宿泊スペースの各部屋の避難者情報は広域避難先運営本部に集約するこ

ととし、広域避難先運営本部は必要な避難者対応等を各スペースの担当

者に随時指示するものとする。 
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2-4. ペット同行避難者への対応について 

 広域避難先施設の利用方針を整理するにあたっては、ペットを連れて広

域避難する住民への対応についても想定しておく必要がある。 

 その際、施設によってペットの取扱い（受入可否）が異なることが想定

されるため、本マニュアルひな型では、ペットが受入可能な場合と不可

能な場合に分け、それぞれの基本的な対応方針を以下に整理して記載し

ている。 

ペットが受入可能な施設の場合 ペットが受入不可能な施設の場合 

 受入れ対象とする動物の範囲や飼育

場所を施設側と事前調整の上、個別

のマニュアルに記載する。 

 広域避難先におけるペット同行避難

については、飼育に必要な物品（餌・

水・ケージなど）は飼い主が持参する

ことを原則とし、広域避難中の当該

ペットの飼育についても、飼い主が

責任を負うものとする。 

 同行避難しているペットについて

は、受付で専用の様式（巻末資料⑩）

を飼い主が記入することとし、当該

様式によって情報管理する。 

 広域避難先におけるペット同行避難

に係るルールについて、案内チラシ

（巻末資料⑪）を用意し、受付で配布

する。 

 ペットを連れて広域避難する住民

が、誤って来所することがないよう、

広域避難先施設の開設情報を発信す

る際に注意喚起を行うものとする。 

 万が一、ペットを連れて広域避難す

る住民がいた場合には、近隣でペッ

トの受入れが可能な広域避難先施設

等を案内することとする。 

 

※ 犬・猫・小鳥・ハムスターなどの小型のげ

っ歯類等の一般的なペット以外の動物や、

ストレスに弱かったり、特殊な環境や餌が

必要な動物については、いずれの広域避難

先でも受入れが困難であると想定される

ため、そうした動物の飼い主に対しては、

日頃から万が一の時の預かり先を確保し

ておくように周知しておくことが必要で

ある。 
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3. 協力要請手順 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難自治体 
広域避難実施に向けた検討を開始した場合、都に対

してその旨を連絡 

２ 東京都 

広域避難実施検討の連絡を受けた場合、広域避難先

立地自治体等にその旨を共有し、広域避難先施設管

理者との間で開設に向けた調整を開始 

３ 広域避難先施設管理者 

対象施設について、利用状況等を踏まえ、広域避難

先としての提供可否を検討し、提供可能なスペース

等がある場合、施設の安全性等を確認の上、都に情

報提供 

４ 東京都 

広域避難先としての施設利用が可能なスペースにつ

いて情報提供があった場合、広域避難自治体に対し

て速やかに情報共有 

５ 東京都 

広域避難自治体相互間の広域避難実施検討を支援

し、広域避難の実施が決定された場合は、広域避難

先立地自治体及び広域避難先施設管理者等に共有 

６ 
広域避難自治体 

東京都 

細目協定の所定の様式を作成の上2、広域避難先施設

管理者に正式に要請 

 

  

                                                
2 緊急を要する場合は口頭で行い、事後速やかに様式を送付するものとする。 
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4. 開設決定手順 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先施設管理者 

細目協定の様式による正式要請を受け、対象施設の

広域避難先としての利用可否等について、都に対し

て正式回答 

２ 東京都 
広域避難先施設管理者からの回答内容等を、広域避

難先立地自治体及び広域避難自治体に共有 

３ 広域避難自治体 対象施設を広域避難先として開設することを決定 

４ 
広域避難自治体 

東京都 

広域避難先施設の開設に関する情報発信内容につい

て事前調整3 

 

  

                                                

3 都は随時、広域避難先施設管理者等に調整内容等を情報共有 
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5. 開設運営従事者の参集 

5-1.  開設運営従事者の役割 

開設運営従事者 主な役割 

広域避難自治体派遣職員 

【開設運営の主体・責任者】 

 広域避難先運営本部の設置 

 災害対策本部等との連絡調整 

 後述する開設・運営・閉鎖業務の実施 

東京都派遣職員 

【開設運営の支援】 

 広域避難先運営本部の設置 

 災害対策本部等との連絡調整 

 後述する開設・運営・閉鎖業務の支援 

 協定事業者に対する指導監督 

民間事業者4 
【開設運営の補助】 

 後述する開設・運営・閉鎖業務の補助 

広域避難先施設管理者 

【可能な範囲での協力】 

 全体会議への参加 

 避難スペースの開錠 

 後述する開設・運営・閉鎖業務への協力 

東京都災害対策本部 

広域避難自治体災害対策本部 

【全体統括】 

 広域避難先運営本部との連絡調整 

 開設及び閉鎖の決定 

 その他広域避難対応全体の方針決定など 

避難者 

（施設に避難してきた方々） 

【積極的な協力】 

 職員からの要請等に基づき、施設開設運営等

に積極的に参画・協力 

 

  

                                                

4 都と広域避難先の開設運営等に関する協定を締結した事業者 
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5-2.  開設運営従事者の確保について 

  大規模な広域避難先施設については、開設運営に必要な人員を確保するた

め、以下のとおり対応するものとする。 

担当業務等 従事者人数算定の考え方 東京都 
広域避難 

自治体 
民間事業者 合計人数 

広域避難先運営

本部 
各機関からの代表者で構成 ●名 各●名 ●名 ●名 

施設周辺誘導 
施設～●駅：●名 

施設～●駅：●名 
― ― ●名 ●名 

施設内誘導 
各棟各階に●名ずつ配置 

●●に●名配置 
― ― ●名 ●名 

検温 ●●に●名配置 ― ― ●名 ●名 

受付 各自治体が●名ずつ配置 ― 各●名 ― ●名 

小規模スペース 

運営 

小規模スペース各階に●名

ずつ配置 
●名 各●名 ●名 ●名 

大規模スペース 

運営 

各大規模スペースに●名ず

つ配置 
●名 各●名 ●名 ●名 

宿泊スペース 

運営 
各棟各階に●名ずつ配置 ●名 各●名 ●名 ●名 

開設準備 全員対応     

原状回復 全員対応     

開設運営従事者人数（目安） ●名 各●名※ ●名 ●名 

※広域避難自治体もしくは民間事業者が上記の所定人数分の職員を派遣する

ことが困難であるような場合には、原則として、東京都及び民間事業者のい

ずれかが不足分の追加派遣を行うよう、別途調整することとする。 
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5-3.  庁舎等から搬入すべき資機材等について 

No. 庁舎等から搬入すべき資機材等チェックリスト 数量目安 確認欄 

1 避難者カード（A４両面印刷） ●枚 □ 

2 避難者への案内チラシ（A４両面印刷） ●枚 □ 

３ 外国人避難者への案内チラシ（A４両面印刷） ●枚 □ 

４ ペット受付管理表 ●枚 □ 

５ ペット同行避難者への案内チラシ ●枚 □ 

６ スペース等への掲示物一式 ●枚 □ 

７ ごみ袋 ●袋 □ 

８ 非接触式体温計 ●個 □ 

９ マスク ●枚 □ 

10 アルコール消毒液（500ml） ●個 □ 

11 養生テープ ●個 □ 

12 トランジスターメガホン ●個 □ 

13 誘導棒 ●本 □ 

14 マット・毛布 ●名分 □ 

15 受付用筆記用具 一式 □ 

16 相談対応メモ ●枚 □ 

17 落とし物受付簿 ●枚 □ 

18 その他（                ）  □ 
※ 上記のほか、広域避難先施設の設備状況等に応じて必要な資機材等を搬

入するものとする。 

※ 上記チェックリストは巻末資料④にも掲載している。 
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5-4.  開設運営従事者が持参すべきもの 

No. 広域避難先施設・開設運営従事者 持参物チェックリスト 確認欄 

1 水・食料・菓子類 □ 

2 室内履き・室内靴（スリッパ不可） □ 

3 フェイスタオル・バスタオル □ 

4 着替え □ 

5 雨具 □ 

6 常備薬・お薬手帳 □ 

7 衛生用品 □ 

8 筆記用具 □ 

9 携帯電話・充電器 □ 

10 懐中電灯 □ 

11 マスク・ウェットティッシュ・手指消毒用アルコール □ 

12 ビニール手袋・軍手 □ 

13 使い捨てビニール袋・ごみ袋 □ 

14 貴重品 □ 

15 その他（                    ） □ 

 ※上記チェックリストは巻末資料⑤にも掲載している。 
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5-5. 広域避難先施設への物資調達支援 

 広域避難者等は必要物資（水・食料等）を原則持参することとし、住民に

対して広域避難を呼びかける際にも、その旨をあわせて周知する。 

 一方で、何等かの理由で必要物資を持参できなかった広域避難者等が来所

した場合に備え、東京都は、広域避難者等向けの予備物資（主に水・食料

等）を調達できる体制を構築しておくこととする。 

 

5-6. 参集場所及び参集時間 

 参集場所は、原則として●●とする。ただし、別途本部から指示があった

場合は当該指示にしたがうものとする。 

 参集時間については、東京都が広域避難施設管理者と調整の上、広域避難

自治体及び民間事業者に連絡するものとし、連絡を受けた広域避難自治体

及び民間事業者は、開設運営従事者に対して、定められた参集時間を周知

するものとする。 

 参集場所及び参集時間については、開設運営従事者が前節で示した持参物

チェックリストと一緒に事前確認できるよう、巻末資料⑤にセットで掲載

している。 
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6. 広域避難先運営本部の設置及び全体会議の開催 

6-1.  広域避難先運営本部の構成 

広域避難先運営本部の構成 

構成員 主な役割 

東京都派遣職員の代表者 

 ファシリテーター 

 広域避難自治体相互間の総合調整 

 民間事業者に対する指導監督 

 東京都災害対策本部等との連絡調整 

各広域避難自治体の派遣

職員の代表者5 

 避難スペース分割に関する調整 

 開設・運営・閉鎖業務に関する調整 

 各自治体災害対策本部等との連絡調整 

広域避難先施設管理者の

代表者 

 広域避難先施設としての利用に関するサポートなど 

民間事業者の代表者  東京都からの要請に基づく各種補助業務対応など 

 

  

                                                

5 実施に施設を利用する自治体の派遣職員の代表者のみが構成員となる。 
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6-2.  全体会議の開催と議事内容 

  東京都・広域避難自治体・民間事業者が参集した段階で、前節で示した構成

員による全体会議を開催することとし、以下の内容について協議の上、方針等

を確定するものとする。また、全体会議は定期的に開催するものとし、開催頻

度については、開設運営業務等の状況等に応じて、都度協議の上、決定するも

のとする。なお、議事内容の中で、各広域避難自治体の意見等が合致しない場

合などにおいては、東京都派遣職員の代表者が公正中立の観点から方針を取

りまとめるものとする。 

No. 項目 議事内容 

1 小規模スペースの利用方針 
上記 2-1 に示した考え方に基づき、各自治体

に配分する避難スペースを確定 

2 大規模スペースの利用方針 

上記 2-2 に示した考え方に基づき、各自治体

に避難スペースを均等配分する方針の確認※ 

※やむを得ず差を付けて配分する場合は要協議 

3 宿泊スペースの利用方針 

上記 2-3 に示した考え方に基づき、要配慮者

及びその付添者と体調不良者用のスペースと

して共同運営する方針の確認※ 

※やむを得ず各区に事前配分する場合は要協議 

4 共用スペースの利用方針 

廊下・通路やトイレ等の共用スペースについ

て、避難者による利用のルールを確定（詳細は

7-5 参照） 

5 
派遣職員等の管理・配置・ロ

ーテーション 

派遣職員等の管理を行うとともに、各スペース

への配置やローテーションについて確定 

6 持参した資機材等の確認等 
巻末資料⑥の管理表を用いて持参した資機材

等を管理 
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No. 項目 議事内容 

7 開設運営等業務手順の確認 

第７～９章に示す開設運営等に係る業務手順

について確認※ 

※マニュアル未記載の業務を行う場合等は要協議 

8 情報連絡体制の構築 

 東京都災害対策本部等及び各自治体災害

対策本部等との情報連絡体制を構築 

 派遣職員の管理や広域避難者数の定期報

告、不足している物資等の支援要請などに

ついて災害対策本部等と連携 

9 次回以降の全体会議の予定 次回以降の全体会議の開催予定等を確認 

※上記表に記載された事項については、全体会議の議事内容となるだけでは

なく、常時広域避難先運営本部で管理・対応等すべき事項である。 
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7. 開設業務手順 

7-1.  避難スペースの開錠等 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先施設管理者 

広域避難先として利用する各スペースの開施錠方法

について、東京都派遣職員の代表者及び各広域避難

自治体の代表者に伝達する。 

２ 広域避難先施設管理者 

広域避難先として利用する各スペースの設備使用方

法や注意事項等について、東京都派遣職員の代表者

及び各広域避難自治体の代表者に伝達する。 

３ 
東京都 

広域避難自治体 

広域避難先として利用する各スペースの担当者（民

間事業者含む）に対して、開施錠方法・設備使用方

法・注意事項等を周知徹底する。 

 

7-2.  物品・用具等の確認 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 
巻末資料⑥の資機材管理表を用いて、広域避難先の

開設運営に必要な物品・用具等の確認を行う。 

２ 広域避難先運営本部 

広域避難先として利用する各スペースへの物品・用

具等の分配について、巻末資料⑥の資機材管理表を

用いて管理する。 
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7-3.  受付等の設置 

No. 機関名 対応項目 

１ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

●●に受付及び検温のスペースを設置する。ただし、

具体的な設置場所については、広域避難先運営本部

と広域避難先施設管理者が協議の上、確定する。 

２ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

以下の「受付時使用物品等チェックリスト」を参考

にしながら、受付及び検温のスペースで使用する物

品等のセッティングを行う。 

３ 広域避難先運営本部 

車両で避難してきた住民がいた場合の対応や駐車ス

ペース等について、広域避難先施設管理者と事前に

協議の上、確定する。 

 

No. 受付時使用物品等チェックリスト 確認欄 

1 避難者カード（巻末資料⑦） □ 

2 避難者への案内チラシ（巻末資料⑧） □ 

３ 外国人避難者への案内チラシ（巻末資料⑨） □ 

４ ペット受付管理表（巻末資料⑩） □ 

５ ペット同行避難者への案内チラシ（巻末資料⑪） □ 

６ スペース等への掲示物一式（巻末資料⑫） □ 

７ 非接触式体温計 □ 

８ マスク □ 

９ アルコール消毒液（500ml） □ 

10 受付用筆記用具 □ 

11 相談対応メモ（巻末資料⑬） □ 

12 落とし物受付簿（巻末資料⑭） □ 

13 その他（                ） □ 
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7-4.  避難スペースのレイアウト整理 

No. 機関名 対応項目 

１ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

広域避難先として利用する各スペースについて、広

域避難先施設管理者と連携して、施設備品等の事前

整理作業を行う。 

２ 広域避難自治体 

小規模スペースについては、当該スペースを割り当

てられた自治体がレイアウト整理を行うこととす

る。 

３ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

大規模スペースについては、養生テープ等を用いて

各自治体のスペースの区割作業を行うこととする。 

４ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

宿泊スペースについては、事前に室内確認を行う。 

 

7-5.  共用スペースの確認等 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 

廊下・通路やトイレ等の共用スペースについては、

広域避難先施設管理者と協議の上、混乱が生じない

ような利用ルールを事前に整理する。 

２ 広域避難先運営本部 

共用スペースの利用ルールについて、開設運営従事

者に周知するほか、避難者への当該ルールの周知方

法を広域避難先施設管理者と協議の上、事前に確定

する。 
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7-6.  立入禁止区域の確認等 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 

施設内の立入禁止区域について、広域避難先施設管

理者に確認する※。 

※共用スペースを除いて、広域避難先として利用するスペ

ース以外は原則として立入禁止とすることが望ましい。 

２ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

立入禁止区域について、パーテーションや案内版（巻

末資料⑫）の設置、巡回要員の配置等により、避難者

が誤って立ち入らないような措置を講ずる。なお、

措置内容等については、広域避難先運営本部と広域

避難先施設管理者が協議の上、確定する。 

 

7-7.  避難者の誘導動線の確認等 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 

最寄り駅から正門、受付から各避難スペースまでの

避難者の誘導動線について、広域避難先施設管理者

と協議の上、確定する。特に、宿泊スペースに誘導す

る広域避難者には体調不良者等が含まれるため、他

の広域避難者との動線を分けられるよう配慮するも

のとする。 

２ 広域避難先運営本部 

避難者誘導動線について、開設運営従事者に周知徹

底する。なお、施設内外の避難者の誘導については、

原則として、民間事業者がメインで対応するものと

する。 
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7-8.  人員配置及びローテーション整理 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 
広域避難先として利用する各スペース等への人員配

置を整理する。 

２ 広域避難先運営本部 
同様に、開設運営従事者のローテーション（勤務シ

フト）を整理することとする。 

 

7-9. 開設準備完了報告・広域避難を促す情報の発信等 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 
本章に示す開設業務がすべて完了した時点で、速や

かに広域避難先施設管理者に報告する。 

２ 広域避難先施設管理者 

開設準備が完了した各スペースの最終確認を行い、

不備等がある場合は、広域避難先運営本部に改善を

指示するものとする。 

３ 広域避難先運営本部 

広域避難先施設管理者による最終確認が完了した時

点で、速やかに東京都及び各自治体の災害対策本部

等に開設準備完了の報告を行うこととする。 

 開設予定の広域避難先施設の準備状況等を踏まえ、広域避難自

治体は広域避難を促す情報を発信する。 

 東京都及び広域避難自治体は広域避難先施設の開設情報等を発

信し、住民に対する広域避難の呼びかけを行う。 
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8. 運営業務手順 

8-1.  広域避難者の誘導対応（施設外） 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 
最寄り駅から対象施設までの誘導方針等について、

広域避難先施設管理者と協議の上、確定する。 

２ 民間事業者 

東京都からの要請に基づき、最寄り駅出口付近・右

左折箇所・歩道橋付近などに待機の上、広域避難者

の誘導・案内等を行うものとする。 

３ 東京都 

終電から始発までの期間や風雨が強まるなど屋外の

危険性が高まった段階などにおいては、屋外の誘導

を中止し、余裕を持って屋内に退避できるよう適切

な指示を出すものとする。 

 

8-2.  広域避難者の受付対応 

No. 機関名 対応項目 

１ 
東京都 

広域避難自治体 

広域避難者を受付に案内し、非接触式体温計を用い

て避難者全員の検温を実施するほか、体調確認もあ

わせて行う。また、手指消毒の実施も依頼する。 

２ 
東京都 

広域避難自治体 

世帯単位で避難者カードの記入を依頼し、記入後は

案内チラシを配布する。外国人避難者が来所した場

合は、外国人避難者への案内チラシ（巻末資料⑨）で

案内する。ペット同行避難者については、施設のペ

ット受入可否に応じて、上記 2-4 のとおり、対応す

ることとする。また、避難者からの相談に対応した

場合は相談対応メモで記録するほか、落とし物が届

けられた場合は、落とし物受付簿に記録する。 

３ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

検温で 37.5 度以上である場合や体調不良者がいた

場合は宿泊スペースに誘導することとし、それ以外

の者は大規模スペースに誘導する。大規模スペース

が満員となった場合は、小規模スペースに誘導する。 
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8-3.  広域避難者の誘導対応（施設内） 

No. 機関名 対応項目 

１ 民間事業者 

東京都からの要請に基づき、受付から各避難スペー

スまでの避難者誘導を行うほか、施設内の定期的な

巡回等も実施する。特に宿泊スペースの避難者につ

いては、体調の急変等が無いか、巡回時に声掛け確

認を行うなど、きめ細かに配慮することとする。 

２ 
東京都 

広域避難自治体 

避難スペースに誘導した後に体調不良を申し出た避

難者については、検温や体調確認等を行った上で、

宿泊スペースに誘導するなど、適切な対応を行う。

また、新型コロナウイルス感染症など、特別な対策

が必要な避難者については、他の避難者とは別にそ

れぞれの専用スペースを設けるなど、適切な対応を

行うこととする。 

 

8-4.  広域避難者の入退室管理等 

No. 機関名 対応項目 

１ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

各避難スペースから一時退室する避難者に対しては

他のスペースへの移動禁止等を伝達することとす

る。やむを得ず施設外に一時外出する場合は、受付

で当該情報の管理を行うものとする。 

２ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

廊下・通路やトイレ等の共用スペースについては、

事前に整理した利用ルールを避難者に対してアナウ

ンスすることとする。 
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8-5.  広域避難者数等の定期報告 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 

受付に提出された避難者カードに基づいて、避難者

数等を確認の上、東京都及び各自治体の災害対策本

部に定期的に報告する。 

２ 広域避難先運営本部 

想定以上の広域避難者が殺到し、受付や施設内が混

乱状態に陥るなど、運営従事者の追加派遣等が必要

な場合には、東京都及び各自治体の災害対策本部等

にその旨報告するものとする。 

 

8-6.  物資等の不足状況の確認等 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 

資機材管理表等によって広域避難先の運営に必要な

設備物品の管理を行う中で、不足する物資等が出て

きた場合は、東京都及び各自治体の災害対策本部等

に報告するものとする。 

２ 広域避難先運営本部 

万が一、物資等の緊急的な配布等が必要となり、対

象施設に当該物資等の備蓄品が保管されている場

合、広域避難先運営本部は広域避難先施設管理者と

協議の上、同意が得られた際は、当該備蓄品を緊急

的に配布等する。ただし、その場合は、使用した備蓄

品等の詳細情報や数量について記録しておくことと

する。 
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9. 閉鎖業務手順 

9-1.  広域避難者の帰宅見込の把握 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 

河川氾濫等の水害が発生する見込みについて、東京

都及び各自治体の災害対策本部等から情報収集す

る。 

２ 広域避難先運営本部 

今後水害が発生する見込みが少なくなってきた段階

で、都内の被害状況や公共交通機関の運行状況等に

ついて、東京都及び各自治体の災害対策本部等から

情報収集する。 

３ 広域避難先運営本部 

避難者カードで管理している広域避難者の情報と上

記１～２で収集した情報を突合し、広域避難者の帰

宅見込を把握するとともに、東京都及び各自治体の

災害対策本部等にも情報共有する。 
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9-2.  広域避難施設の閉鎖判断 

No. 機関名 対応項目 

１ 
東京都 

広域避難自治体 

今後水害が発生する見込みが無くなった段階で、都

内の被害状況や公共交通機関の運行状況、広域避難

者の帰宅見込等を踏まえ、広域避難先としての施設

利用を終了するか、継続利用に向けた協議が必要か

を判断する。 

２ 東京都 

【閉鎖する場合】 

細目協定の所定の様式を用いて、広域避難先施設管

理者に対して、広域避難先としての施設利用の終了

を連絡する。 

【継続利用協議の場合】 

細目協定に基づき、広域避難先施設管理者と広域避

難先としての施設利用の継続に関する協議を行う。 

３ 
東京都 

広域避難自治体 

浸水被害等により帰宅することが困難な広域避難者

の移動先（二次避難先）及び移動手段等を調整する。

また、宿泊スペースの広域避難者（要配慮者及び体

調不良者）については、別途帰宅誘導方法等を事前

調整する。 

４ 広域避難先運営本部 

広域避難先の閉鎖予定時刻等を運営従事者に周知

し、後述する広域避難者の帰宅誘導等や原状回復作

業について指示する。 
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9-3.  広域避難者の帰宅誘導等 

No. 機関名 対応項目 

１ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

大規模スペースの広域避難者を受付に案内し、避難

者カード（巻末資料⑦）の退所日欄の記入等を確認

してから順次鉄道等の公共交通機関で帰宅するよう

誘導する。なお、帰宅することが困難な広域避難者

は大規模スペースにとどまるように案内する。 

２ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

小規模スペースの広域避難者を受付に案内し、避難

者カード（巻末資料⑦）の退所日欄の記入等を確認

してから順次鉄道等の公共交通機関で帰宅するよう

誘導する。なお、帰宅することが困難な広域避難者

は大規模スペースに移動するように案内する。 

３ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

宿泊スペースの広域避難者については、避難者カー

ド（巻末資料⑦）の退所日欄の記入等を個別に依頼

の上、回収する。そして、事前に調整していた方法等

により帰宅を誘導する。なお、宿泊スペースの広域

避難者のうち、帰宅することが困難な者はその場に

とどまるように案内する。 

４ 
東京都 

広域避難自治体 

帰宅することが困難な広域避難者については、東京

都及び各自治体の災害対策本部等の指示に基づいて

対応することとする。ただし、対象施設を退所する

際は、他の広域避難者と同様に避難者カード（巻末

資料⑦）の退所日欄の記入等をするように案内する。 
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9-4.  原状回復作業の実施 

No. 機関名 対応項目 

１ 

東京都 

広域避難自治体 

民間事業者 

資機材管理表（巻末資料⑥）を用いて、搬入した資機

材等を回収するとともに、各避難スペースの清掃や

移動していた施設設備等を所定の場所に戻すなど、

原状回復作業を可及的速やかに実施する。なお、広

域避難者の落とし物等については、落とし物受付簿

（巻末資料⑭）に記録する。 

２ 広域避難先施設管理者 
原状回復の程度や範囲等について確認し、不備等が

あれば、広域避難先運営本部に改善を指示する。 

 

9-5.  施設閉鎖及び最終報告 

No. 機関名 対応項目 

１ 広域避難先運営本部 

広域避難先施設管理者に最終確認を依頼し、問題等

が無ければ、広域避難先としての施設利用を終了す

ることとし、東京都及び各自治体の災害対策本部等

に対して最終報告を行うこととする。 

２ 
東京都 

広域避難自治体 

広域避難先施設の閉鎖について情報発信するととも

に、各自治体の HP 等においても、広域避難先施設

の閉鎖に関する情報を掲載する。 

３ 広域避難自治体 

広域避難先施設管理者に対して施設利用等に要した

費用の請求を依頼し、細目協定の所定の様式を用い

て、費用負担方法等を整理の上、費用の支払いを行

う。 
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【巻末資料】 

① 関係機関連絡先一覧 

機関名 部署名 電話番号 メールアドレス 備考欄 

●●     

●●     

●●     

●●     

●●     

●●     

●●     

●●     

●●     

●●     

●●     

●●     
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② 広域避難先としての施設利用に関する包括協定 

広域避難先としての施設利用に関する包括協定 

 

●●（以下「甲」という。）と●●（以下「乙」という。）は、水害時における、甲

の区域内の地方公共団体（以下「区市町村」という。）の区域を越える避難者の受入

れ先（以下「広域避難先」という。）としての施設利用に関し、次のとおり協定を締

結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲と乙が平素から相互に連携し、水害に備え、広域避難先として

の施設の提供等に関し、可能な範囲で協力することを目的とする。 

 

（連携・協力の内容） 

第２条 甲と乙は、次の事項に関して必要な情報交換を行い、相互に連携・協力して取

り組むものとする。 

(１) 広域避難先の提供に関すること。 

(２) 前号の円滑な実施に必要な連絡及び調整等に関すること。 

２ 前項第１号の実施に当たっては、乙と広域避難先として乙の施設の利用を希望す

る区市町村が別途協定を締結して定めるものとする。 

３ 甲は、前項に基づき乙と協定を締結した区市町村が処理する広域避難に関する事

務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行うものとする。 

４ 甲は、第１項第２号の実施に当たり、第２項に基づき乙と協定を締結した区市町

村とも連携・協力して取り組むものとする。 

 

（確認事項） 

第３条 甲及び乙は、本協定の締結が、乙が甲以外の地方公共団体等と締結する施設

の利用に関する協定の効力を妨げるものではないことを確認する。 

 

（有効期限） 

第４条 本協定の有効期限は、●●年●●月●●日とする。 

２ 前項の有効期限は、有効期限の１月前までの間に、甲又は乙が相手方に対して書

面により延長をしない旨の通知をしない限り、自動的に１年延長されるものとし、

以降も同様とする。 

 

（疑義等の決定） 

第５条 本協定に定めのない事項又は本協定の条項について疑義が生じた場合には、

甲及び乙は誠実に協議し、これを定め、又は処理するものとする。 

 

本協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各々１通を

保有する。 
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●●年●●月●●日 

 

 

甲  

乙  
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③ 広域避難先としての施設利用に関する細目協定 

広域避難先としての施設利用に関する細目協定 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、●●と●●が締結した「広域避難先としての施設利用に関する包

括協定」（●●年●●月●●日締結。以下「包括協定」という。）第２条第２項に基

づき、避難元自治体（以下「甲」という。）と●●（以下「乙」という。）が、水害

時における、甲の区域を越える避難の受入れ先（以下「広域避難先」という。）と

しての施設利用に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところ

による。 

（１） 避難元自治体 (広域避難自治体名)、(広域避難先立地自治体名)をいう。 

（２） 水害 洪水、雨水出水又は高潮により生じる災害をいう。 

 

（協力の要請） 

第３条 甲は、乙に対して第５条に規定する協力を要請する場合は、あらかじめ定め

る甲乙双方の担当者等を通じて行うものとする。 

２ 要請の方法は、別記第１号様式により行うものとする。ただし、緊急を要する場合

は口頭で行い、事後速やかに当該様式を送付するものとする。 

 

（協力） 

第４条 乙は、甲から前条の要請を受けた場合は、可能な限り協力するよう努めるも

のとする。ただし、やむを得ない事情により要請に応じられない場合はこの限りで

ない。 

 

（協力の内容） 

第５条 前条に規定する協力の内容は次のとおりとする。 

（１） 広域避難先としての施設の利用に関すること。 

（２） 水害時における前号の円滑な実施に必要な連絡及び調整等に関すること。 

（３） 第１号に規定する協力内容の円滑な遂行のために必要な防災訓練等の実施

に関すること。 

（４） その他の広域避難に関すること。 

２ 甲は、前項第２号に規定する協力内容を実施するに当たっては、包括協定第２条

第４項に基づき、●●とも連携・協力して取り組むものとする。 

 

（情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、本協定に定める事項の円滑な遂行のために、平素から情報交換

を行い、緊急時に備えるものとする。 

２ 乙は、広域避難先としての施設の提供が不可能となる事由が生じた場合、又は当

該施設の現状に重要な変更を加えようとする場合には、その旨を遅滞なく甲に報告

する。 
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（施設の確認） 

第７条 乙は、第３条の要請に基づき施設の提供を行う場合は、事前に当該施設の安

全性を確認する。 

 

（施設の提供） 

第８条 本協定に基づき利用対象とする施設は別表のとおりとする。 

 

（施設利用期間） 

第９条 広域避難先としての施設の利用期間は、当該施設の利用開始後３日程度を限

度として、甲と乙が協議の上、定める。 

２ 水害の状況等により、前項で定める期間を延長する必要がある場合は、甲と乙が別

途協議するものとする。 

３ 甲は、乙の通常の事業活動が早期に再開できるよう配慮するとともに、広域避難

先の早期閉鎖に努めるものとする。 

 

（広域避難先の開設及び運営） 

第１０条 広域避難先の開設及び運営は、甲の責任において行うものとする。 

２ 甲は、広域避難先の開設及び運営に係る代表者を乙にあらかじめ提示するものと

する。 

３ 乙は、広域避難先の開設及び運営について、可能な範囲で甲に協力するものとす

る。 

４ 甲は、広域避難先としての施設の利用を終了する場合、避難者が安全かつ円滑に

帰宅できるように誘導するものとする。 

 

（施設利用時の注意事項） 

第１１条 甲は、避難者に対して、別表に掲げる施設又はその一部以外に立ち入るこ

とがないように注意喚起を図り、指導を行うものとする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第１２条 甲は、当該施設を第１条に定める目的以外には使用してはならない。 

 

（施設の利用終了） 

第１３条 第９条の規定により定める施設利用期間にかかわらず、次の各号に該当す

る場合、甲は乙と協議の上、広域避難先としての施設の利用を終了し、その旨を別記

第１号様式により乙に連絡するものとする。 

 （１） 広域避難先の必要が無くなったと甲が判断した場合 

 （２） 広域避難先としての利用終了を乙が甲に要望した場合 

 （３） その他甲又は乙が広域避難先としての利用終了を必要と認めた場合 

 

（原状回復義務） 

第１４条 甲は、前条の規定により、広域避難先としての施設の利用を終了したとき

は、甲の負担により、乙の指定する期日までに施設を原状に回復して返還しなけれ

ばならない。 

２ 原状回復の範囲は、甲と乙の協議により決定するものとする。 
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（費用の負担） 

第１５条 広域避難先としての施設の利用に要した費用は、甲と乙が協議の上、乙の

責に帰すべき費用を除き、甲が負担する。 

２ 前項の実施に当たっては、甲は別記第２号様式により、費用負担方法等を乙に対

して提示するものとする。 

３ 乙は、前項に基づいて、甲から提示のあった費用負担方法等に応じて、第１項の費

用を甲に請求し、甲はその内容を確認の上、速やかに当該費用を支払うものとする。 

 

（損害補償） 

第１６条 本協定に基づく乙の施設の利用に関し、その設備等に損害が生じた場合は、

乙にその損害の発生原因について故意又は重過失がない限り、合理性が認められる

範囲で甲が負担することを原則とし、その額及び負担方法については、甲と乙が協

議の上、決定するものとする。 

 

（事故に係る責任） 

第１７条 本協定に基づく乙の施設の利用に関し、当該施設で発生した死傷等の事故

については、乙の責任に帰すべき事由がある場合を除き、甲がその責任を負うもの

とする。 

  

（情報の不開示） 

第１８条 甲は、本協定で知り得た施設の警備に関する情報を第三者に提供してはな

らない。 

２ 甲及び乙は、本協定で知り得た住民の個人情報を第三者に提供してはならない。 

 

（確認事項） 

第１９条 甲及び乙は、本協定の締結が、乙が甲以外の地方公共団体等と締結する施

設の利用に関する協定の効力を妨げるものではないことを確認する。 

 

（有効期限） 

第２０条 本協定の有効期限は、●●年●●月●●日とする。 

２ 前項の有効期限は、有効期限の１月前までの間に、甲又は乙が相手方に対して書

面により延長をしない旨の通知をしない限り、自動的に１年延長されるものとし、

以降も同様とする。 

 

（疑義等の決定） 

第２１条 本協定に定めのない事項又は本協定の条項について疑義が生じた場合に

は、甲及び乙は誠実に協議し、これを定め、又は処理するものとする。 

 

 

本協定の成立を証するため、本協定書●●通を作成し、甲乙記名押印の上、各々１通

を保有する。 

 

 

●●年●●月●●日 

甲  

乙  
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④ 庁舎等から搬入すべき資機材等チェックリスト 

No. 庁舎等から搬入すべき資機材等チェックリスト 数量目安 確認欄 

1 避難者カード（A４両面印刷） ●枚 □ 

2 避難者への案内チラシ（A４両面印刷） ●枚 □ 

３ 外国人避難者への案内チラシ（A４両面印刷） ●枚 □ 

４ ペット受付管理表 ●枚 □ 

５ ペット同行避難者への案内チラシ ●枚 □ 

６ スペース等への掲示物一式 ●枚 □ 

７ ごみ袋 ●袋 □ 

８ 非接触式体温計 ●個 □ 

９ マスク ●枚 □ 

10 アルコール消毒液（500ml） ●個 □ 

11 養生テープ ●個 □ 

12 トランジスターメガホン ●個 □ 

13 誘導棒 ●本 □ 

14 マット・毛布 ●名分 □ 

15 受付用筆記用具 一式 □ 

16 相談対応メモ ●枚 □ 

17 落とし物受付簿 ●枚 □ 

18 その他（               ）  □ 
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⑤ 開設運営従事者 持参物チェックリスト 

各自で必要な物品を準備し、決められた時間に集合場所に参集すること 

参集場所 

●●付近※ 

※別途本部から指示があった場合は当該指示に

したがうこと 

参集時間 月  日  時  分 

開設予定時間 月  日  時  分 

 

No. 広域避難先施設・開設運営従事者 持参物チェックリスト 確認欄 

1 水・食料・菓子類 □ 

2 室内履き・室内靴（スリッパ不可） □ 

3 フェイスタオル・バスタオル □ 

4 着替え □ 

5 雨具 □ 

6 常備薬・お薬手帳 □ 

7 衛生用品 □ 

8 筆記用具 □ 

9 携帯電話・充電器 □ 

10 懐中電灯 □ 

11 マスク・ウェットティッシュ・手指消毒用アルコール □ 

12 ビニール手袋・軍手 □ 

13 使い捨てビニール袋・ごみ袋 □ 

14 貴重品 □ 

15 その他（                   ） □ 
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⑥ 資機材管理表 
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①
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②
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③
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計
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（
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⑦ 避難者カード 

  

避難者カード

年 月 日 ）

〒 －

（ ） －

〒 － ＠

（ ） －

・世帯
せたい

（家族
か ぞ く

）ごとに記入
きにゅう

して、受付
うけつけ

に提出
ていしゅつ

してください。

・ご記入
きにゅう

いただいた情報
じょうほう

は、食料
しょくりょう

や物資
ぶ っ し

の配給
はいきゅう

や健康
けんこう

管理
か んり

など、避難所
ひなんじょ

運営
うんえい

のために必要
ひつよう

最低限
さいていげん

の範囲
はんい

で共有
きょうゆう

します。

・また、区市町村
くしちょうそん

災害
さいがい

対策
たいさく

本部
ほんぶ

にも提供
ていきょう

し、被災者
ひさいしゃ

支援
し えん

のために区市町村
くしちょうそん

が作成
さくせい

する「被災者
ひさいしゃ

台帳
だいちょう

」にも利用
り よ う

します。

※安否
あ んぴ

の問合
といあわ

せがあった場合
ば あ い

に住所
じゅうしょ

（●町
ちょう

●丁目
ちょうめ

まで）と氏名
し め い

・ふりがなを公開
こうかい

してもよいか、個人
こ じ ん

ごとに必
かなら

ずご確認
かくにん

ください。

FAX

メール

備考
び こ う

欄
らん

広域
こ う い き

避難
ひ な ん

先
さ き

利用者
り よ う し ゃ

登録
と う ろ く

票
ひ ょ う

　年　　月　　日

住所
じゅうしょ

公
こ う

　開
かい

・

非公開
ひ こ う か い

　

広域
こう いき

避難
ひ な ん

先
さ き

を利用
り よ う

する人
ひと

記入者
きにゅうしゃ

氏名
し め い

受付番号

避難先
ひ な ん さ き

名
めい

その他
た

連絡先
れんらくさき

（親戚
しんせき

など）

記入
きに ゅう

日
び

氏名
し め い

世
帯
主

せ
た
い

ぬ

し

ふりがな

ふりがな

生年
せいねん

月日
が っ ぴ

・年齢
ねんれい

西暦

公
こ う

　開
かい

・

非公開
ひ こ う か い

（　　　　　歳）

けがや病気
びょ うき

・障害
しょうがい

・の有無
う む

、

妊娠
にんしん

中
ちゅう

、使用
し よ う

できる言語
げ ん ご

など

ふりがな 西暦

　年　　月　　日

（　　　　　歳）

西暦

　年　　月　　日

（　　　　　歳）

西暦

　年　　月　　日

（　　　　　歳）

ふりがな

ご
家
族

か

ぞ

く

公
こ う

　開
かい

・

非公開
ひ こ う か い

協力
きょうりょく

可
か

・

協力
きょうりょく

不可
ふ か

協力
きょうりょく

可
か

・

協力
きょうりょく

不可
ふ か

ふりがな 西暦

協力
きょうりょく

可
か

・

協力
きょうりょく

不可
ふ か

公
こ う

　開
かい

・

非公開
ひ こ う か い

ナンバー　　自家用車
じ か よ う し ゃ

（避難
ひなん

先
さき

に駐車
ちゅうしゃ

する場合
ばあい

）

車種
しゃしゅ

　年　　月　　日

（　　　　　歳）

退所
た い しょ

日
び

電話
で ん わ

携帯
けいたい

電話
で ん わ

協力
きょうりょく

可
か

・

協力
きょうりょく

不可
ふ か

公
こ う

　開
かい

・

非公開
ひ こ う か い

協力
きょうりょく

可
か

・

協力
きょうりょく

不可
ふ か

特
と く

に配慮
はいりょ

が必要
ひつよう

なこと

必
かなら

ず確認
かくにん

！

安否
あ ん ぴ

確認
かくにん

への対応
たいおう

※

運営
うんえい

への

協力可否
きょ うり ょく かひ

表面

この様式を使う場合は、表面と裏面を両面コピーしてください。
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避難先利用者登録票　　

＜登録時＞

　●運営側（受付担当）は、記入者とともに表面の記載を確認する。

・安否確認への対応（公開・非公開）個人ごとに「○」が付いているか。

　→　詳細を聞き取ったら、「本人からの申告・聴き取り事項」に記入

　●受入れ先

＜退所後＞

　●退所時には「退所日」欄に記入し、退所後の連絡先についてヒアリングすること。

・けがや病気、障害、アレルギーの有無、妊娠中、使用できる言語（または日本語が理解
 できるか） など、特に配慮が必要なことはあるか。

受入れ先
（滞在先）

　

本人からの申告・聞き取り事項

裏面：運営側（受付担当）記入用
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広域避難先
こ う い き ひ な ん さ き

利用者
り よ う し ゃ

名簿
め い ぼ

 公開用
こ う か い よ う

 
公開
こうかい

の同意
ど う い

がある人
ひと

のみ掲載
けいさい

しています。 

避難先名
ひなんさきめい

 
 

 

氏名
し め い

 備考 氏名
し め い

 備考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

※備考欄は、地域の実情に応じて、御本人の伝言や連絡先など、掲示してよい項目に御活用

ください。 
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⑧ 避難者への案内チラシ 
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⑨ 外国人避難者への案内チラシ 
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⑩ ペット受付管理表 
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⑪ ペット同行避難者への案内チラシ 
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⑫ スペース等への掲示物一式 
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⑬ 相談対応メモ 

受付日時 年  月  日(  ) ： 記入者 
 

氏名等 
 

要 旨 
 

 

対 応 

 

備考欄 
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⑭ 落とし物受付簿 

番

号 

受付 
日時 

落とし物 落とし物の受け渡し 備考 
(受領の 

サイン等) 拾った日 場所 内容 日時 受け取った人 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 

 

 
/ 

： 
/ 

  
/ 

： 

氏名 

住所 

連絡先(  )   － 
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MEMO 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


